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はじめに
本論文は，幼小連携について，主に中央教育審議会での議論や 2008年に改訂された幼稚園教育要
領を分析し，政策的な流れと連携の必要の論拠を明らかにすることを目的にしている。
学校教育法では，幼稚園の教育目的について「幼児を保育し，適当な環境を与えて，その心身の
発達を助長すること」（第 77条）にあるとしているが，幼小連携に着目した場合，教育基本法第 11
条の「幼児期の教育は，生涯にわたる人格形成の基礎を培う」という規定に着目する必要がある（１）。
さらには，後述するように，1998年版や 2008年版の幼稚園教育要領においても「幼稚園教育が，小
学校以降の生活や学習の基盤の育成につながることに配慮」すべきことが記述されている。このよう
に，一人の子どもの人間的成長を見た場合，幼稚園が小学校教育及びそれ以降の教育と密接な関連が
あることは，教育基本法や 1998年版の幼稚園教育要領などで既に指摘されていた（２）。
このような流れを受け，2008年の「幼稚園教育要領」・「保育所保育指針」の改訂において小学校
との連携の推進に関する事項が盛り込まれ，また同年改訂の小学校学習指導要領にも幼稚園・保育
所との連携が新たに明記された。これらの要領・指針の 09年度からの施行を受け，同年度以降は原
則として小学校と幼稚園・保育園とが交流することとなった。このような幼小連携の政策的背景に
は，中央教育審議会の答申があった。すなわち，1999年の中央教育審議会答申「初等中等教育と高
等教育との接続の改善について」（３）では，幼稚園と小学校の連携・接続の在り方についての検討の必
要性が述べられた。そこでは，幼稚園と小学校が連携し，幼稚園における主体的な遊びを中心とした
総合的な指導から，小学校における各教科等の指導への移行を円滑にすることを「なめらかな接続」
という言葉で示し，幼稚園と小学校の教育に対する総合的理解を図って連携を進めることを求めて
いた（４）。
それでは，上述したような教育基本法や幼稚園教育要領の改訂を受けた形で実施されている幼小連
携について，その背景，連携を必要とする論理や意義，連携の形態はどのようなものであるのだろう
か。これらの理論的背景を正確に理解することが，望ましい連携を探る上において重要と考える。
幼小連携についての先行研究を領域別にみると，理論と実践に関する研究の 2つに大別できる。幼
小連携の理論に関する研究としては酒井朗・横井紘子の研究があり，実践領域に関する研究としては
酒井朗・横井紘子や秋田喜代美（５）によるものが挙げられる。その他，佐々木恵理子，木村吉彦によ
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る研究（６）もみられる。しかし，いずれの先行研究も小学校の側から幼小連携を検討したもので，幼
稚園の側に重点を置いて幼小連携を考察した研究は数少ない。また，政策や理論面の論拠についての
分析も十分ではない。
上述したような先行研究の状況を踏まえ，本論文では幼稚園の側に重点を置いて幼小連携の在り方
を探ることを目的とし，中教審会における政策的流れと 2008年に改定された幼稚園教育要領を中心
に考察を行う。
一，幼小連携の意義と必要性
1，幼小連携の語彙
「連携」とは，「同じ目的を持つ者が互いに連絡をとり，協力し合って物事を行うこと」（７）を指す。
したがって，「幼小連携」とは幼稚園と小学校が互い協力し合って教育上の効果をあげることを意味
している。現在では，同じ幼児教育の教育施設である，厚生労働省管轄の保育所も含めた「幼児教育
と小学校教育との連携」を意味するとも理解されている。すなわち，幼小連携の意味を概説的に述べ
れば，幼児期後期の就学前教育と児童期初期の小学校教育との連携を行い，幼稚園における主体的な
遊びを中心とした総合的な指導から小学校における各教科への指導への移行を円滑にすること，いわ
ゆる幼小間の「なめらかな接続」を行うことを意味している。
2，中央教育審議会答申における幼小連携議論の変遷
幼小連携は，中央教育審議会の答申で提案されたものであるため，同答申の中から，幼小連携が必
要とされた理由を検討する。1998年中央教育審議会の答申「新しい時代を拓く心を育てるために」（８）
においては，「幼稚園・保育所での活動の中で大きな比重を占める遊びや体験活動は，小学校教育に
おいても効果的に取り入れられていくべきである。そうした点で，小学校低学年で導入された生活科
での取組は成果をあげつつあり，その一層の工夫改善が期待される」と述べている。ここでは，幼児
教育における「遊びや体験活動」と小学校での生活科の取組みの連携を強めるべきという方向を示唆
している。続けて同答申は，「こうした教育内容・方法についての連携を進めていくためには，教員
の相互の交流や共同の研修の機会を増やし，相互の理解を深め，具体的な改善の方途を共に考えるこ
とが必要」と提言している。
次に，1999・2000年の中央教育審議会答申においては，幼児教育が「小学校段階以降の生活や学
習の基盤の育成につながることにも配慮し，幼児期にふさわしい生活を通して，基本的生活習慣の形
成・定着，道徳性の芽生え，創造的な思考や主体的な生活態度の基礎などを育てる」（９）と記し，幼児
期の教育がその後の生活や学習の基盤になるという認識に立ち，「幼児期にふさわしい生活」を通じ
て達成すべき教育目標を掲げている。さらに 2002年の中央教育審議会答申では，「幼稚園と小学校低
学年段階の教育においては，幼稚園と小学校が連携し，幼児期にふさわしい主体的な遊びを中心とし
た総合的な指導から，児童期にふさわしい学習等への移行を円滑にし，一貫した流れを形成すること
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が重要」としている。この答申では，幼児期の遊びを中心とした学習から教科を主体とした学習への
移行を円滑にすべきとし，従来よりも踏み出した連携を提言している。そして，そのためには，「幼
稚園及び小学校のそれぞれの教員が共通の子ども理解を持ち，互いの教育に対して理解を深めること
が重要」（10）としている。すなわち，2008年の学習指導に明記された「生きる力」の基礎を幼児期か
ら育成する環境を整備するため，幼稚園と小学校との連携・協力を推進することを提言している。
また， 2003年の中央教育審議会への諮問では，「児童・生徒の多様な状況等に対応して弾力化を図
る観点から，多様な学校間連携の在り方など，義務教育に係る制度の在り方について検討し，義務教
育に接続するものとして幼児教育の在り方」（11）を検討するよう求めている。このように，1998年の答
申が幼稚園での遊びや体験活動と小学校低学年における生活科との連携を求めたことに始まり，2003
年の中央教育審議会では幼稚園と小学校の連携のみならず，保育所と幼稚園，そして幼稚園と小学校
以降の教育との連携を目指す方向へと進展してきたことが確認できる。続いて，2005年の中央教育
審議会の答申「子どもを取り巻く環境の変化を踏まえた今後の幼児教育の在り方について」 において
は，幼児教育の充実のための具体的な方策として，子どもの発達や学びの連続性を確保する観点から，
小学校教育との連携・接続の強化・改善を求めている。すなわち，生きる力の基礎となる幼児教育の
成果を小学校教育に効果的に取り入れる方策を実施するため，教育内容における接続の改善，人事交
流などの推進，「幼小連携推進校」の奨励，幼小一貫教育を検討している（12）。そして，後述するよう
に，幼小連携は 2008年の幼稚教育要領及び小学校学習指導要領に盛り込まれることになる。さらに
言えば，文部科学省では幼稚園教育要領，小学校学習指導要領の改訂後も引き続き保幼小連携に関す
る検討が進められている。
すなわち，文科省は幼小連携の進展を図るため，2010年 3月に「幼児期の教育と小学校教育の円
滑な接続の在り方に関する調査研究協力者会議」を設置し，幼稚園・保育所・認定こども園と小学校
における子どもの発達と学びの連続性と，その連続性を確保するための教育方法について調査研究を
行った。そして 11月には報告がまとめられている（13）。
文科省は上述したような経過で幼小連携を積極的に推進しようとしているが，中央教育審議会の答
申の背景となった理論についてまとめてみたい。そこには第 1に，保育所や幼稚園で行われている就
学前の幼児期の教育は，義務教育及びその後の教育の基礎を培うものである，という教育基本法第
11条の規定が存在している。すなわち，幼児期の教育では，遊びを通して身体感覚を伴う多様な活
動を経験することによって，豊かな感性を養うとともに，生涯にわたる学習意欲や学習態度の基礎と
なる好奇心や探求心を培い，また小学校以降における教科の内容などを深く理解できることにつなが
るような「学習の芽生え」を育成することが重要である（14）。このように，遊びを中心とした幼児期
の教育と教科等の学習を中心とする小学校教育では教育内容や指導方法が異なっているものの，保育
所や幼稚園等から義務教育段階へと子どもの発達や学びは連続しており，幼児期の教育と小学校教育
とは円滑に接続されていることが望ましいと考えられている（15）。
もう一つの連携を必要とする理由としては，いわゆる「小 1プロブレム」と呼ばれる問題が存在し
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ている。すなわち，近年，小学校入学後の生活の変化に対応できにくい子どもも少なくなく，授業や
学級が上手く機能しない状況が見られる。例えば，東京都の公立小学校第 1学年児童の学校生活に関
する 2009年の調査によれば，不適応状況の態様としては，授業中に立ち歩いたり，教室外に出るが
68.5％，担任の指示通りに行動しないが 62.1％，児童同士の喧嘩・トラブルの日常的発生が 50.3％と
なっている（16）。このようなことから，子どもが義務教育及びその後の教育において実り多い生活や
学習を展開できるよう，幼小の教育機関が教育内容を相互理解したり，子ども同士を交流させたり，
指導方法の工夫を図ったりする，などの連携が求められているのである（17）。
続いて，上述したような幼小連携推進に関する国の政策的流れを受けて全国で行われた取り組み
の中から，東京都教育委員会の事例を取り上げてみる。東京都教育委員会では 2004年 4月に「東
京都教育ビジョン」を策定し，「小学校への円滑な移行を可能とする就学前教育を目指す」と位置づ
け，かねてから就学前教育の充実に向けた取り組みを進めてきた。さらに，2008年 5月には「東京
都教育ビジョン（第 2次）」を策定し，「小学校との連続性を踏まえた就学前教育の充実」に主眼を置
き，就学前教育に関する総合的なカリキュラムやプログラム開発を行っている（18）。その成果として，
2010年には「就学前教育プログラム―就学前教育と小学校教育との円滑な接続のための保育所，幼
稚園と小学校との連携の方策―」と 2011年には「就学前教育カリキュラム」を作成し，都内の保育所，
幼稚園，公立小学校に配布した（19）。
以上，幼小連携の意義とその必要性について分析し，中央教育審議会答申における幼小連携に関す
る議論の変遷を検討した。次は，2008年の幼稚園教育要領と小学校学習指導における幼小連携に関
する記述内容を考察する。
二，幼稚園教育要領と小学校学習指導要領に見る幼小連携
2008年 1月の中央教育審議会答申「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習
指導要領等の改善について」において，「幼児教育と小学校教育の接続」に関しては次のように記さ
れている。すなわち，幼児教育の段階では「規範意識の確立などに向けた集団とのかかわりに関する
内容や小学校低学年の各教科等の学習や生活の基盤となるような体験の充実が必要」（20）としている。
他方，小学校低学年においては，「幼児教育の成果を踏まえ，体験を重視しつつ，小学校生活への適応，
基本的な生活習慣等の確立，教科等の学習への円滑な移行などが重要であり，いわゆる小 1プロブレ
ムが指摘される中，各教科等の内容や指導における配慮のみならず，生活面での指導や家庭との十分
な連携・協力が必要である」（21）と，幼稚園教育と小学校教育の接続の重要性を明記している。すなわ
ち，教育課程の面に関しての連携を強調し，幼児教育段階の教育においては，小学校での学習や生活
への適応の課題を含め，小学校低学年教育の基礎を培い，小学校教育との円滑な接続を図ることを目
指していることが確認できる。
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1，2008年改訂の幼稚園教育要領に見る幼小連携
先にも触れたように，2006年改正の教育基本法では初めて幼児期の教育について定め，第 11条で
「幼児期の教育は，生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることにかんがみ，国及び地
方公共団体は，幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その他適当な方法によって，その振興
に努めなければならない」（22）と規定し，幼児期の教育は「生涯にわたる人格形成の基礎の育成を培う
重要なもの」であることを明確にしている。このような規定を受け，また上述したような 2008年の
「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」を受け，
同年に幼稚園教育要領，小学校学習指導要領が改訂告示された。
幼稚園教育要領の小学校との連携に関する記述をみると，幼稚園教育要領第 3章「指導計画及び教
育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動などの留意事項」に属する「一般的な留意事項」で
は，「（9）幼稚園においては，幼稚園教育が，小学校以降の生活や学習の基盤の育成につながること
に配慮し，幼児期にふさわしい生活を通して，創造的な思考や主体的な生活態度などの基礎を培うよ
うにする」（23）と記している。要点としては，第 1に幼稚園教育が小学校以降の生活や学習の基盤とな
ること，第 2に幼児期にふさわしい生活を通して行うこと，第 3に幼児の創造的な思考や主体的な態
度などの基礎が培われるという狙いが，明記されている。
第 1点の「小学校以降の生活や学習の基盤」の意義について述べると，秋田喜代美は，教育基本法
における「生涯にわたる人格形成の基礎を培う」という規定と合わせて考えると，幼児期の教育を「発
達の連続性」の基盤として位置づける考えが明確になったとしている（24）。すなわち，幼稚園教育は
小学校教育とのつながりに配慮するとともに，小学校のみならず「小学校以降」の生活や学習の基礎
をも含めた育成に幼稚園教育の果たすべき役割が位置づけられたと言える。さらに秋田は，「小学校
以上」とは「生涯にわたる」学習を指し，「ともに学びあう方法や市民として民主社会にかかわって
いく生活の基礎を幼児教育の中で培う」ことが重要と指摘している（25）。それと同時に，小 1プロブ
レム防止のための幼小連携は，短視眼的な意味のみならず，子どもの視点からみてより意味ある経験
がつながるようにという視点をもつべきであると指摘している（26）。
次に，第 2の「幼児期にふさわしい生活を通して」の部分について検討する。幼稚園と小学校は二
つの教育段階に分かれて存在するが，幼児の発達や学びは児童のそれらと連続しており，幼稚園から
小学校への移行を円滑にする必要がある。しかし，それは小学校教育の先取りをすることではなく，
就学前までの幼児期にふさわしい教育を行うことが最も肝心なことである。つまり，幼稚園の教育の
重点は，幼児が遊ぶこと，その生活が充実，発展することを援助していくことにある（27）。
したがって学校教育では，このような幼児の生きる力をはぐくむために，それに対応する教育課程
を編成することも必要である。幼稚園教育は，幼児期の発達に応じて幼児の生きる力の基礎を育成
するものであり，特に幼児の好奇心や探求心を通じて，新たな問題を発見し，その問題の解決に取り
組む力を育成すること，幼児の豊かな感性を発揮する機会を提供し，その感情を伸ばしていくことが
大切である。また，幼児は様々な環境の中でいろいろな出会いがあり，その出会いの中で自分がもつ
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興味や関心を広げ，疑問を解決するなどの体験をすることができる。このようなことが幼児園教育の
基本として大切であり，その後の教育の基盤となる。幼稚園は，このような基盤を充実させること
によって，小学校以降の教育との接続を確かなものとすることができる（28）。秋田はこの点について，
小学校などの教育方法や教科書内容を幼児教育におろすのではなく，幼児の生活に相応しい遊びの中
で，上記のような能力を育てることが重要であると指摘している（29）。
第 3の点について述べると，幼稚園教育要領においては幼小連携に関連して，幼稚園は「創造的な
思考や主体的生活態度などの基礎を培うようにすること」を目標とすべきとしている。これについて，
『幼稚園教育要領解説』では次のように解説している。「創造的な思考の基礎」とは，幼児が出会う色々
な事柄に対して，自分のやり方やペースで問題を解決している。しかし，うまくいくときがあれば，
うまくいかないときもある。うまくいかない場合には，問題解決をあきらめるものではなく，うまく
いかなかった経験を反省し，さらに他の方法を考え，新たなやり方を工夫していくことである。新た
に生まれた思いから，最後には自分の発想を実現できるようにしていく。一方，「主体的な生活態度」
の基本は，物事に積極的に取り組む姿勢であり，それらのことにより自分なりに生活を作っていくこ
とができるようになることである。さらには，自分を向上させていこうとする意欲と向上心が生まれ
ることである。すなわち，これらの基礎を培うことが小学校の学習や生活の基盤へと結びつく方向に
向かっていると捉えることが必要であると指摘している。
さらに，2008年の教育要領では，「特に留意する事項」として「（5）幼稚園教育と小学校教育との
円滑な接続のため，幼児と児童の交流の機会を設けたり，小学校の教師との意見交換や合同の研究の
機会を設けたりするなど，連携を図るようにすること」（30）と記している。すなわち，ここでは，幼小
連携を図るための具体的な方策を示し，幼稚園と小学校の教師が幼児と児童の実態や指導の在り方に
ついて相互理解を深め，幼小連携の推進を目指している。この項目について，『幼稚園教育要領解説』
においては，子どもの発達と学びの連続性を確保するためには，幼稚園，小学校の教師が共に幼児期
から児童期への発達の流れを理解することが大切であると解説している。すなわち，幼稚園と小学校
の教員が共に，子どもの発達を長期的な視点で捉え，互いの教育内容や指導方法の違いや共通点につ
いて理解を深めることが大切である。具体的な措置としては，小学校の教員との意見交換，合同の研
究会，研修会，授業参観などが挙げられる。その際には，幼稚園教育と小学校教育はその指導方法の
違いだけでなく，共通点について理解することも重要である。同時に，幼稚園の教師は，小学校の生
活や学習を見通した上で，幼稚園における教育を行うことが大切であり，組織的・計画的な教師同士
の交流の中で，小学校教育について理解を深めることも必要であると指摘している（31）。さらに，学
校教育法施行規則第24条第2項において，幼稚園の園長は，幼児の指導要録の抄本又は写しを作成し，
これを小学校の校長に送付しなければならないと定められていることを踏まえ，幼稚園教育と小学校
教育の円滑な接続を図る必要があると明記している（32）。
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2，小学校学習指導要領に見る幼小連携
幼稚園教育要領に引き続き，小学校学習指導要領における幼小連携を分析する。2008年の小学校
学習指導要領の「指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項」（第 1章「総則」の第 4）では，「（12）
学校がその目的を達成するため，地域や学校の実態等に応じ，家庭や地域の人々の協力を得るなど家
庭や地域社会との連携を深めること。また，小学校間，幼稚園や保育所，中学校及び特別支援学校な
どとの間の連携や交流と図るとともに，障害のある幼児児童生徒との交流及び共同学習や高齢者など
との交流の機会を設けること」（33）と記されている。すなわち，幼稚園教育要領には，幼稚園と小学校
との連携が「特に留意する事項」として特記されているが，小学校学習指導要領では，小学校とさま
ざまな機関との連携の 1つとして保育所や幼稚園との連携が位置づけられている。この点について指
導要領『解説』（総則編）では，園や学校との連携は「それぞれの学校段階の役割の基本を再確認」し，
教育活動の充実改善を図る上で有意義であり，「一貫性のある教育」を実施することが期待できると
している（34）。さらに，交流の例として学校行事，クラブ活動・部活動，自然体験などが示されている。
また，国語，音楽，図画工作科などの教科においても幼児教育との関連が特記されている。国語，
音楽，図画工作では，1年生において幼稚園教育における「言葉」，「表現」の領域との関連を考慮す
るように求めている。特別活動でも就学前教育との関連を図りながら，例えば幼稚園教育要領の「人
間関係」の領域などの，教育や社会性をはぐくむ幼児期の教育との接続を図って，小学校における
集団生活に適応できるようにすることが大切だと指摘している（35）。生活科では，幼児教育から小学
校への円滑な接続を図る観点から，「特に，第 1年生入学当初においては，生活科を中心とした合科
的な指導を行うなどの工夫をする」（36）としている。このように小学校の教科においても，生活科を核
とした合科的・総合的な活動は，体験を通して総合的に学ぶ幼稚園での学びと接続を可能にするので
ある。
『小学校学習指導要領解説生活編』においては，「幼児教育との接続の観点から，幼児と触れ合うな
どの交流活動や他教科等との関連を図る指導は引き続き重要であり，特に学校生活への適応が図られ
るよう，合科的な指導を行うことなどの工夫により，第 1学年入学当初のカリキュラムをスタートカ
リキュラム（37）として改善する」（38）と述べている。すなわち，スタートカリキュラムの編成が新入児
童の小学校生活への適応を促し，小 1プロブレムなどの問題解決に効果的であると考えられているの
である。
上述したような幼稚園と小学校の幼小連携のみならず，近年に至っては同じ幼児教育の教育施設で
ある保育所も含めた保育所・幼稚園・小学校 3者の連携が求められている。
三，幼小連携活動の類型
幼小連携を図るための具体的な活動としては，おおよそ以下のようなものが考えられる。
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1，子ども同士の交流
幼小連携を図るための具体的活動として，まず幼児と児童の交流活動が挙げられる。
幼稚園と小学校の子どもがある決まった場所に集まり，交流活動を行う。子ども同士が実際に交流
を行う中で，幼児が児童と一緒に遊ぶという体験を通じて，小学校 1・2年生の活動する姿がモデル
となり，児童に憧れると同時に刺激を受けたりする。さらに，体験活動を通して自分の近い将来を見
通すこともできる。また，幼児は近隣の小学校へ出かけることを通じて，小学校の校舎や校庭，学校
生活の流れの一端を知るよい機会になり，小学校の生活に親しみや期待を寄せやすくなる。一方，小
学校の児童も，年下の幼児と接することを通じて，幼児にわかりやすいような言葉使いや幼児とのか
かわりを工夫するなどし，自分の成長にも気付くことができる。さらに，子ども同士の交流活動は，
児童の思いやりの気持ちの育成にも大きな役割を果たす。このように，子ども同士の交流活動は，お
互いに知り合いなじむことで，相互に学ぶ機会を提供することになる（39）。
しかし，このような交流活動においては，一度限りではなく，繰り返し出会えるように年間計画を
立てる必要がある。すなわち，幼稚園と小学校では相互の狙いや方法などを踏まえ，継続的・計画的
に取り組むことが大切である（40）。また，幼稚園と小学校などで指導計画の内容が異なっていること
から，年間計画を立てる際には協力して指導計画を作成する必要もある。すなわち，幼稚園と小学校
ではそれぞれの狙いを達成するために，教員同士がどのような意図をもって援助や支援活動を行うの
かを理解することが必要であり，子ども同士の交流活動の事前及び事後の打ち合わせ等を行うことも
欠かせない（41）。
次に，子ども同士の交流を中心とした幼小連携の具体的な事例を取り上げてみる。例えば，お茶の
水女子大学の子ども発達教育研究センターでは，運動会や「祭り」などの学校行事を行うことで，子
ども同士の交流活動を広げている。また，東京都中央区においては，幼稚園と小学校が同一敷地内に
ある利点を生かし，日常的な交流を行っている。例えば，休み時間には遊びをしたり，お互いの行事
に招待しあったり，特別活動では縦割り班活動を充実させたりするほか，生活科を始めさまざまな学
習において一緒に活動することを計画的に行っている（42）。さらに，大阪府門真市内の私立幼稚園で
は年間を通し，地元の 3小学校と交流できるようにカリキュラムを作成し，5歳児を基本に小学生と
のかかわりをもつように，幼稚園の餅つき大会への児童の招待，小学校の作品展などへの園児の招待
などを行い，できるだけ同じ児童との継続したかかわりが持てるように計画している。
2，教員同士の交流や情報の交換
幼稚園と小学校がそれぞれの役割を十分に果たしつつ，幼小の円滑な接続を図る過程で，教員同士
の話し合いは中核的な役割を果たしている。例えば，幼稚園等の教員と小学校教員の合同研修等を
通じて相互理解を深め，教員等の資質向上を図り，きめ細かな教育を展開する必要がある（43）。また，
幼稚園等施設と小学校の双方において，非常勤講師等で相互の経験者を活用することや，人事交流を
推進するなどの施策を通じ，双方の教育の質を高める必要がある（44）。具体的には，教員同士が互い
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に学校訪問，授業参観を行い，園内・校内の研究会にも参加する。これらによって，教員同士は互い
に授業をいかに進めるかの話し合いの機会を得ることができる（45）。教育内容や方法について連携を
進めるためには，どのような改善方策を探るべきであるかなどを話し合うことになる。すなわち，「幼
稚園及び小学校のそれぞれの教員が共通の子ども理解を持ち，互いの教育に対して理解を深めること
が重要」（46）と言える。
さらには，教員同士の交流活動のみならず，幼園と小学校で定期的に合同の研究会や研修会，保育
参観や授業参観等といった総合理解の機会を設けることが必要である。例えば，進学する子どもをめ
ぐっての進学情報の意見交換を進めることも重要となる。すなわち，教員等の人事交流，「協同的な
学び」や小学校の生活科等での幼稚園等施設と小学校との合同活動等，連携の取り組みを積極的に行
い，幼稚園教育と小学校教育の一貫性に配慮した教育（47）を行うべきである。
教員同士の交流活動や情報交換については，次のような事例が挙げられる。お茶の水女子大学子ど
も発達教育研究センターでは，授業参観，情報交換，就学時連絡会などを年に数回行うなどした。ま
た，東京都中央区においては，教育委員会主催の保育所を含めた幼・保・小連絡会を年 2回開催，教
育委員会主催の地域別の幼・保・小合同研修会を年 1回実施している。そのほかに，小学校の校内研
修会や研究会に幼稚園教師が参加するなど教員同士の意見交換を行うなど積極的な取り組み姿勢がみ
られる（48）。さらに，大阪府門真市内幼稚園では，地元 3小学校を中心に教員同士の交流活動を行い，
例えば幼稚園の教師が小学校の生活を感じ取れるように小学校の行事や参観に参加し，個々の子ども
の特性や配慮点などを進学予定の小学校に伝え，小学校入学当初の指導に参考するように情報を提供
している。
3，カリキュラムのつながり
幼児期の教育と小学校以降の教育との間には一定の段差（生活環境の違い）や相互理解の不足が
存在するのが現状であり，その解決策として幼稚園での協同的な学びと小学校での生活科を中核とし
た，他教科や領域の連携をさせた合科総合的な活動を接続するカリキュラムを作成する必要がある。
具体的には，「幼児教育における教育内容，指導方法等の改善等を通じて生きる力の基礎となる幼児
教育の成果を小学校教育に効果的に取り入れる方策を実施する」（49）ことを文科省は推奨している。各
教科におけるカリキュラムの連携においては，小学校における生活科などとの関連に留意し，幼稚園
における主体的な遊びを中心とした総合的な指導から小学校への一貫した流れができるよう配慮する
必要がある（50）。
小学校のカリキュラムの中でも，生活科では「指導計画作成上の配慮事項」のなかで，「特に，第
1学年入学当初においては，生活科を中心とした合科的な指導を行うなどの工夫をすること」（51）とい
う記載がある。入学時における合科的な指導というのは，幼稚園と小学校との接続を意識したカリ
キュラム編成を促すものである。
カリキュラムのつながりにおける実例としては，東京都中央区では，各施設での課程編成や指導方
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法の工夫をするとともに，家庭と連携した接続期の教育の一層の充実を図るため，リーフレット「幼
児のよりよい育ちをめざして保育所・幼稚園から小学校へのつながる家庭との連携」（52）を作成した。
また，大阪府門真市内私立幼稚園では，小学校 1年生を対象に「小学校入学後の生活や幼稚園生活を
振り返ってのアンケート」を実施するなど，幼稚園教育の改善を図る幼小連携の独自の活動を行って
いる。その他に，幼小連携機関紙を発行し，運動会や祭り，小学校の参加可能な幼稚園開放日の案内
をして，幼稚園に参加できる機会をつくっている。
以上，本論文においては中教審会と 2008年に改訂された幼稚園教育要領を中心に，幼小連携に関
する政策と連携の意義について考察した。今後の研究においては，本論文の成果を踏まえ，カリキュ
ラムを中心とした幼小連携の事例研究を深めたい。
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